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  来年 4 月 1 日施行！  

気になる同一労働同一賃金の取組みと賃金の動向について 

◆「同一労働同一賃金」とは？ 

同一企業における、いわゆる正社員と非正規社員（有期雇用労働者、

パートタイマー、派遣労働者）の間の不合理な待遇差の解消を目指

し、基本給や賞与などあらゆる待遇について不合理な待遇差を設け

ることが禁止されます。 

また、非正規社員から求めがあった場合に、正社員との待遇差の内

容や理由などについて、事業主が説明すること、また説明を求めた

ことを理由に不利益取扱いをしないことが義務付けられます。 

2020 年 4 月 1 日より大企業と労働者派遣について適用され、中小

企業は 2021年 4 月から適用となります。 

◆企業・労働者はどんな反応をしている？ 

11 月６日の閣議に提出された「令和２年度 年次経済財政報告」の

第２章にて、同一労働同一賃金の取組みや影響に関する内容がまと

められているので、一部を紹介します。待遇の違いについて、「業

務の内容等が同じ正社員と比較して納得できない」と回答したパー

トタイマー・有期雇用労働者の割合は、「賞与」37.0％、「定期的な

昇給」26.6％、「退職金」23.3％、「人事評価・考課」12.7％となっ

ています。 

一方、取組みの実施率は、「業務内容の明確化」35.2％、「給与体系

の見直し」34.0％、「諸手当の見直し」31.3％、「福利厚生制度の見

直し」21.2％、「人事評価の一本化等」17.7％となっています。 

また、企業が課題と感じていることは、「費用がかさむ」30.4％、

「取り組むべき内容が不明確」19.5％、「社内慣行や風習を変える

事が難しい」18.7％、「効果的な対応策がない、分からない」16.5％、

「業務の柔軟な調整」16.1％となっています。 

◆対応に必要な費用の一部に助成金を活用することもできます 

厚生労働省のキャリアアップ助成金は、キャリアアップ計画を提出

して６つのコースから選んで非正規社員の待遇改善等を行う場合

に、費用の助成が受けられます。 

 近年、「同一労働同一賃金」に向けて対応を進める企業で多く利

用されていますが、申請が適正になされず不正受給と判断される

と、支給取消しやペナルティが課されるだけでなく企業名が公表さ

れます。 

 

また、パソコン等を貸与する場合も、業務によって使い

やすい仕様としたりするなど、新型コロナの混乱が少し

落ち着いた今、当初は手が付けられていなかった、きめ

細かな対応を考えるべきタイミングになったといえるで

しょう。 

12 月の税務と労務の手続期限［提出先・納付先］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付 

○ ［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採

用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別徴収税額の納付 

○ ［郵便局または銀行］ 

31 日 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない

場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

○ ［公共職業安定所］ 

○ 固定資産税・都市計画税の納付＜第 3 期＞ 

○ ［郵便局または銀行］ 

※都・市町村によっては異なる月の場合がある。 

 

 （い い 労 務） 

助成金の利用も含めて、「同一労働同一賃金」への対応は、専門家

に相談しながら進めるのがよいでしょう。 

テレワークに対応できる体制整備は必然 

◆緊急事態宣言から半年後の状況 

人材サービス会社のアデコ株式会社が行った調査で、緊急事態

宣言から半年後における企業のテレワークの状況等が明らかにな

りました。 

人事・総務担当者 1,200 名を対象にしたこの「緊急事態宣言から

半年後の企業テレワーク実態調査」によると、緊急事態宣言下で

テレワークを導入した企業のうち 82％がテレワークを継続してい

ます。そのうち 42％が全社的に継続、40％が一部の部署のみ継続

しているとのことです。 

テレワークを継続している企業の半数以上で出社日は設定せ

ず、個人の裁量にゆだねられているとのことです。出社日を決め

ている場合は、週３日出社としている企業が最も多いそうです。 

◆リテラシー 

調査では、今後の働き方については、 「テレワークの導入、継続

予定」が 53％との回答が過半数を占める一方、「廃止、縮小、導入

予定なし」が 34％となっています。この傾向は従業員 1,000 名未

満の企業で顕著となっています。 

ただ、テレワークの継続に積極的でない場合でも、他の多くの企

業でテレワークが広がるなか、働き方の変化に伴う様々なツール

の使用法や、文字には表れてこない仕事のスケジューリングのコ

ツのような知識は、社員はリテラシーとして知っておくべき事柄

です。新しい働き方が広がる時代の仕事マナーともいえるでしょ

う。 

こうしたことも、今後は社員教育のとして考えていく必要がある

でしょう。テレワークを導入しない企業でも、テレワークという

働き方に対応できる体制の整備は必ず必要になることです。 

◆制度整備等の検討を 

また、緊急事態宣言下のテレワーク導入は、急だったこともあり、

本調査でも、テレワーク補助などの新しい福利厚生施策等の導入

状況については、42.2％が「検討中」と回答しており、制度整備が

未対応のところが多いようです。 

 


